
資料７ 

地方公営企業等金融機構法施行令について 

 

１ 背景 

地方公営企業等金融機構法（平成 19 年法律第 64 号。以下「法」という。）の

施行に伴い、法において政令事項とされているもののうち、地方公営企業等金

融機構の設立・業務の運営に当たって制定が必要な規定を定めるとともに、機

構の設立に伴い改正を必要とする関係政令について所要の規定の整備を行うも

のである。 

 

２ 改正の概要 

【第１条関係】 

・ 法第 28 条第２項で定める公営企業のほか、機構が貸付対象とする公営企業

を定めるもの。 

 

【第２条～第 16 条関係】 

・ 機構が発行する機構債券に関して、その発行に関する手続等の細目として、

下記の事項を定めるもの。 

 －機構債券の種別 

 －機構債券の発行方法 

 －募集機構債券に関する事項の決定 

 －募集機構債券の申込み 

 －機構債券原簿 

 －機構債券の債券の発行 

 －国外機構債券の発行の特例 等 

 

３ 施行日 

 原則として公布日施行（平成 19 年 12 月 21 日） 

 



地方公営企業等金融機構の貸付対象事業 

 
公営企業金融公庫 地方公営企業等金融機構

対象外 

対象外 

水道事業 

 

工業用水道事業 

 

交通事業 

 

電気事業 

 

ガス事業 

 

港湾整備事業 

 

病院事業 

 

介護サービス事業 

 

市場事業 

 

と畜場事業 

 

観光施設事業 

 

有料道路事業 

 

駐車場事業 

 

宅地造成事業 

 

公共下水道事業及び流域下水道事業 

 

市街地再開発事業 

 

公営住宅事業 

 

産業廃棄物処理事業 

対象外 

水道事業（法定 5事業） 

 

工業用水道事業 

 

交通事業（法定 5事業） 

 

電気事業 

 

ガス事業 

 

港湾整備事業 

 

病院事業（法定 5事業） 

 

介護サービス事業 

 

市場事業 

 

と畜場事業 

 

観光施設事業 

 

 

 

駐車場事業 

 

 

 

下水道事業（法定 5 事業） 

 

 

 

公営住宅事業（法定 5事業） 

 

産業廃棄物処理事業 
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